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令和３年３月 

 

◯ 三重県における補助金等の基本的な在り方等に関する条例（平成１５年三重県条例第３１号）第５条の規定により提出します。 

◯ この資料は、予算を議会に提出する場合において、一の事務事業につき一の補助事業者等に対し１，０００万円以上の補助金等を交付する

ことが見込まれるものについて、補助事業者等ごとに記載されています。（法令により補助事業等に係る費用の全部又は一部について県が

負担しなければならないものを除きます。） 

◯ 番号欄は、部の通し番号となっています。 

 



 



第１号様式（条例第５条関係）
予算に関する補助金等に係る資料

（部局名：医療保健部）  (単位：千円)

款 項 目 事業名
76 病床機能再編支

援給付金
小渕医院
津市一志町高野
254番地1

41,040
（未定）

地域医療構想の実現に向
けた病床機能の分化・連
携を促進することを目的と
する、病床機能の転換等
にかかる経費及び病床規
模の適正化にかかる経費
を補助する。

（目的・理由）
医療介護総合確保法に
係る三重県医療計画に
基づき、病床規模の適正
化を進め、地域医療構想
の実現に向けた効果的・
効率的な医療提供体制
の構築を図る。

（根拠）
医療保健部関係補助金
等交付要綱

シビルミニマム
病床規模の適正化に係る
施設整備を支援することに
より、効果的・効率的な医
療提供体制の構築を図る
ものであり、県民の健康的
な生活のための環境整備
として公益性がある。

医療政策課 衛生費 医薬費 医務費 地域医療対策
費

77 同上 石橋外科内科
伊勢市河崎二丁目
17番11号

42,408
（未定）

同上 同上 同上 同上 同上 同上 同上 同上

78 同上 整形外科網谷医院
伊勢市八日市場町
9番12号

42,636
（未定）

同上 同上 同上 同上 同上 同上 同上 同上

79 地域医療勤務環
境改善体制整備
事業補助金

医療法人永井病院
津市西丸之内29-
29

24,472
（R3.3）

地域医療において特別な
役割があり、かつ過酷な勤
務環境となっていると知事
が認める医療機関に対し、
医師の労働時間短縮に向
けた総合的な取組の実施
に要する経費を補助する。

（目的・理由）
勤務医の働き方改革の
推進を図る。

（根拠）
医療保健部関係補助金
等交付要綱

外部（不）経済
過酷な勤務環境となってい
る医師の労働時間短縮等
に要する経費を交付するこ
とにより、県内の医療機関
における勤務環境改善を
図るものであり、社会的効
用を発生させるものとして
公益性がある。

医療介護人
材課

同上 同上 同上 同上

番号 事業内容
交付予定額
（予定時期）

補助事業者等の氏
名及び住所

補助金等の名称
支出科目

課（室）名公益性の判断及び理由
交付の目的、根拠及び理

由

医療保健部　1



第１号様式（条例第５条関係）
予算に関する補助金等に係る資料

（部局名：医療保健部）  (単位：千円)

款 項 目 事業名
番号 事業内容

交付予定額
（予定時期）

補助事業者等の氏
名及び住所

補助金等の名称
支出科目

課（室）名公益性の判断及び理由
交付の目的、根拠及び理

由

80 新型コロナウイル
ス感染症外国人
患者等受入体制
確保事業補助金

新型コロナウイル
ス感染症患者等入
院医療機関

100,000
（未定）

国籍に関わらず適切な入
院治療・療養が提供される
環境を確保する経費等に
対して補助する。

（目的・理由）
新型コロナウイルス感染
症に係る医療提供体制
の整備を行い、感染拡大
防止を図る。

（根拠）
医療保健部関係補助金
等交付要綱

シビルミニマム
新型コロナウイルスの感染
拡大防止を図るものであ
り、県民の健康的な生活の
ための環境整備として、公
益性がある。

薬務感染症
対策課

衛生費 公衆衛
生費

予防費 防疫対策費

医療保健部　2



第１号様式（条例第５条関係）
予算に関する補助金等に係る資料

（部局名：教育委員会　） (単位：千円)

款 項 目 事業名
5 文化財保護事業

補助金
明和町
多気郡明和町馬
之上945

24,296
(R3.3)

文化財の所有者、管理団
体、保護関係団体及び市
町が実施する文化財の保
存事業及び保存施設整備
に要する経費の一部を負
担する。

（目的）
指定文化財等の保存事
業に対して財政的支援を
行い、その適切な保存等
を図る。

（理由）
事業者の負担を軽減す
ることで、保存事業を行
いやすくし、文化財等が
適切に保存され、県民共
有の財産として活用され
ることにつながる。

（根拠）
教育関係事業補助金等
交付要綱

文化財は、わが国の歴
史、文化等を正しく理解
し、将来の文化の向上発
展に資する重要なもので
あり、その保存事業を支援
することは公益性を有す
る。

社会教育・
文化財保
護課

教育
費

社会
教育
費

文化
財保
護費

文化財管理
費

番号 事業内容
交付予定額
（予定時期）

補助事業者等の氏
名及び住所

補助金等の名称
支出科目

課（室）名公益性の判断及び理由交付の目的、根拠及び理由

教育委員会 1


